
令和２年度環境教育等に関する意識調査
結果概要

【調査概要】
・調査方法：インターネットによる回答。
〇一般国民向け
調査期間：R3.3.3～R3.3.4

回答数：全国18歳以上の男女2,075人（※回収数2,000人を地方別の国勢調査人口比で割り付けを行い、大都市圏に
回答者が偏らないようにした）

〇教職員等教育関係者向け
調査期間：R3.3.4～R3.3.5

回答数：全国の教職員等教育関係者1,000人（※回答者の半数以上は学校教員とし、全体として地域バランスを取り、ま
た、小学校・中学校・高等学校についてもバランスよく抽出した。）
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約80％が現在具体的な学びの機会をもっておらず、多くは学校やメディアから学びを得て
きた。一方、学びの機会は常に、また選択肢が多いことを望んでいる。

Q16 あなたが環境や社会に関することを学んだ場として、どのようなも
のがありましたか？（複数回答可）

「学校の授業」が57％、次いで「メ
ディア・新聞・テレビ」が50％と半
数以上が選択しており高い。それ
以外では「家庭生活」が23％と他
の選択肢に比較して高かった。

Q18 あなたの経験を踏まえて、いつ環境に関する学びの機会があれ
ばよいと思いますか。

「常にいつでも」が31％と最も高く、
次いで「小学生のとき」が28％。

Q23 今後、環境や社会に関する学びの機会を充実させるための取組
として、特に必要だと思うことを一つ、選んでください。

「学びの機会や選択肢が多いこ
と」が21％と最も高く、「ICTの導
入・活用」や「行政による支援」は
４%と低かった。

Q３ 現在の学びの状況を教えてください。（複数回答可）

「特に学びの機会はない」が62％で最
も高く、次の「情報番組やインターネッ
トなどを通じて日常生活の中で学んで
いる」の22％を加えると、約80％が具
体的な学びの機会を持っていない。

【一般国民に対するアンケート】
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半数以上が学びによる意識や行動の変化を実感。行動変化につなげるためには、経済的
ゆとりを挙げる割合が高い。

Q12 あなたにとって実際に環境や社会の問題を意識した行動へとつ
なげるめには何が必要だと思いますか。Q11 将来の社会を持続可能なものとするために、これからも環境や

社会の問題を意識した行動に取り組んでいきたいと思いますか。

Q8 どうして環境や社会の問題を意識した行動をとるようになった
のですか。（２つまで）

動機について「未来のためにより良い環
境を残す」が40％と最も高く、次いで「な
んとなくこのままではいけない」が34％。
「環境教育を受けたから」は６％。

「経済的なゆとり」が43％と高く、次いで
「一緒に取り組む仲間」、「精神的な安
定」が25％。「地道な教育」は18％。

今後の取組意思として、「今
後も継続」は42％。取り組む
ことに対し前向きな意思はあ
ると考えられる「継続できるか
わからない」、「今後は取り組
みたい」、「意識するようにした
い」は合わせて約50％だった。

Q17 これまでの学びによって環境や社会の問題に対する意識や行動
に変化があったと思いますか。

「意識の変化があった」及び「意
識・行動に変化があった」が60％
であり、半数以上が学びにより何
らかの変化があった。

【一般国民に対するアンケート】
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若年層の取組意思は低いが、前向きな傾向はある。環境教育を受けたことを行動変化の
動機とする割合が高く、学校での成果がうかがわれる。経済的ゆとり、仲間の存在が大きい。

Q11（今後の取組意思）と年齢のクロス集計

環境や社会の問題を意識した行動の今後の取組意思について、39歳以下は「今後も継続」が全体平均よりも低く、50歳以上は高い傾向。また、取り組むことに対し前
向きは意思はあると考えらえる「継続できるかわからない」、「今後は取り組みたい」、「意識するようにしたい」を合わせた割合は39歳以下が約50％。

Q12（行動するために必要なこと）と年齢のクロス集計

若い人ほど必要と考える割合の高いことは「経済的なゆとり」、「一緒に取り組む仲間」、
「金銭的なみかえり」。

Q８（行動の変化の動機）と年齢のクロス集計

変化の動機について、39歳以下は「なんとなく今のままではいけない」が40％と高かった
のに対し、60歳以上は「未来のためにより良い環境を残す」が55％と最も高い割合。
「環境教育を受けたから」は29歳以下が15％と最も高かった。

【一般国民に対するアンケート】
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意識のみならず行動変化のためには、地道な教育や、自然エネルギーやリサイクル関連施
設での学びが高い割合を示す。

Q12（行動するために必要なこと）とQ17（環境教育による変化）のクロス集計
行動するために必要なことについて、意識の変化があっ
たグループは、「経済的なゆとり」が50％、「一緒に取り
組む仲間」が31％と高い傾向。意識だけでなく、行動に
も変化があったグループは、「地道な教育」が28%と他の
グループに比べて高い傾向。一方、変化のなかったグ
ループは、「金銭的なみかえり」が11％と他のグループと
比べ高い傾向にあった。

Q16（環境教育の場所）とQ17（環境教育による変化）のクロス集計
学んだ場について、意識の変化があったグループは、「学
校の授業」が66%と他のグループに比べて高い傾向。意
識だけでなく、行動にも変化があったグループは、「自然
エネルギーやリサイクル関連施設」が29%と全体平均に
対して高い傾向にあったが、反対に変化のなかったグ
ループは８%と低い傾向。

【一般国民に対するアンケート】
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教員の一定程度はESDや環境教育に対して意欲がある。授業では教科書やインターネッ
トの利用が多い一方、地域の自然環境やリサイクル施設等の利用は少ない。

Q２ ESDや環境教育の実施に対して、あなたご自身の意欲はどの程度ですか。

ｎ
意欲は高
い

どちらかと
いえば意
欲は高い

どちらかと
いえば意
欲は低い

意欲は低
い

分からな
い

年代

20代 42 11.9 38.1 26.2 16.7 7.1

30代 162 12.3 42.6 27.2 8.6 9.3

40代 237 12.7 47.3 18.1 8.0 13.9

50代 354 11.6 38.1 26.0 10.5 13.8

60代 205 11.7 40.5 27.3 10.2 10.2

属性

小学校 333 13.5 39.6 27.3 7.5 12.0

中学校 332 11.1 47.3 20.5 8.1 13.0

高等学
校・中等
教育学
校

332 11.4 37.3 25.6 13.9 11.4

その他 3 0.0 33.3 66.7 0.0 0.0

「意欲は高い」、「どちらかといえば意欲は高い」が半数程度。

Q４ あなたが環境教育を行うに当たり活用しているものは
何ですか。（複数回答）

「教科書」が最も多く、次いで「インターネット上の映像資料」。
「地域の自然環境」は15.1％に、「ごみ焼却施設、廃棄物
処分場、リサイクル施設」は9.8％にとどまる。

【教職員等に対するアンケート】
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地域や企業等と連携することで学びの質が高くなったとする回答が多い一方、連携してい
る割合は半数程度。調整の時間や手間がかかるとの回答が高い。

Q５ 環境教育に取り組む際に地域・NPO・企業等との協力・連携はありますか。

半数程度は具体的な連携はない。

Q８ 地域・NPO・企業と協力・連携して良かった点は何ですか。
（複数回答）

Q９ 地域・NPO・企業と協力・連携してデメリットはありましたか。
（複数回答）

Q１（意欲の程度）とQ５（連携）のクロス集計

ESDや環境教育に意欲の
高い教員は、連携している
割合が高い。

半数以上が連携により「学びの質が高くなった」と回答。

半数近くが「調整に時間・手間がかかった」と回答。

【教職員等に対するアンケート】
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５年前と比べると半数程度が環境教育の実施による学校への効果を回答。一方、授業時
間の確保、教材等の準備、カリキュラムマネジメントを課題とする割合が高い。

Q10 あなたは昔（おおむね５年前）と比べて、環境教育の実施により学校、保護者、地域に対し、効果や影響はあったと思いますか。

学校（児童・生徒）については、57.9％が効果・影響があったと回答。

Q13 あなたが授業や学校活動で環境教育を行う際の課題は何ですか。（複数回答）

「授業時間の確保が難しい」が最も多く、次いで「適切な教材やプログラム等の準備ができない」、「カリキュラムマネジメントが難しい」という回答が多かった。

【教職員等に対するアンケート】
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